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1.中小企業の成長をめぐる政策の概要
•中小企業政策も成長志向に 
•「中小企業政策の重点も『守りから攻め』、『維持から変革』、『静
から動』へと変化すべき。」（中小企業政策審議会第37回資料2・1頁） 

•国全体の経済政策と同じ方向性。登場するキーワードは上場会社と
同様のものもある。 

•解決する必要のある政策的な課題 

•中小企業にとっての成長の意義 

•中小企業の成長をめぐる実情・データの整備 

•成長の妨げと問題解決策、効果的な支援の発見
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1.中小企業の成長をめぐる政策の概要
•経済的なインパクト 

•中小企業の数 

•従事している従業員数 

•付加価値 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

•国全体の経済成長を考えると、中小企業の成長にも目が向くのは自然
4
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1.中小企業の成長をめぐる政策の概要
•経済的利益の分配という点でもインパクトは大きい（特に地方経済にとって）。 
•賃上げできる利益を生むためにも必要という視点（中小企業の成長経営の実現に向けた研究会
中間報告書6頁参照） 

•さらに、タイミングとの関係で、経営者年齢の分布も背景として指摘されている（中
小企業の成長経営の実現に向けた研究会中間報告書7頁）。 5

中小企業政策審議会第37回資料1・47頁



1.中小企業の成長をめぐる政策の概要

6中小企業政策審議会第37回資料1・1頁



1.中小企業の成長をめぐる政策の概要
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2.中小企業の成長と課題
•成長には様々なルート 
•今あるプロダクトの製造・販売拡大、異なる分野への進出・協力、転換、効率化 

•最近10年間または20年間で、売上高1～10億円から100億円超に成長した
178社の分析
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成長市場 成熟市場 
（非成長市場）

自力成長 A.成長市場型
（91社）

B.独自価値創出型
（69社）

M&A活用 C.成長志向M&A型（18社）

中小企業の成長経営の実現に向けた研究会中間報告書20頁の表を加工



2.中小企業の成長と課題
•成長の鍵として、事業戦略（競合他社と異なる価値創出の
あり方）と経営者のあり方が指摘されている（中小企業の成
長経営の実現に向けた研究会中間報告書19頁）。 
•成長の実現には色々な課題もある。 
•経営者（支配株主）自身のモチベーション 

•事業戦略をどのように組み立てるかに関する能力、手法 

•実行していくための人手、設備や資金の調達 

•環境や制度 

など
9



3.中小企業の成長とエクイティ・ファイナンス、M&A

•エクイティ・ファイナンスやM&Aも成長の手段の一つ 

•M&Aは比較的分かりやすい。 
•「現在の事業の範囲に固執せずに、異業種への多角化・垂直統合・同業種の買収等、
M&Aを活用することで何らかのシナジーを得て、業界内で独自の・競争優位なポジ
ションを獲得できる可能性が広がることが窺える。」（中小企業の成長経営の実現に向け
た研究会中間報告書24頁） 

•外部からのエクイティ・ファイナンスはやや分かりづらい。 
•資金調達という側面は明確 

•エクイティという側面はそうでもない：債権者ではなく残余権者として資金を拠出+
株主として経営に関与できる外部者が登場（中小エクイティ・ファイナンス活用に向けたガ
バナンス・ガイダンス10頁参照）。 

•通常の事業運営の過程を通じた成長のための手段だが、必要な準備・変化も大きい。 

•常に使う類のものではないが、躊躇しない環境や啓蒙は必要
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3.1中小企業のエクイティ・ファイナンスとM&Aをめぐる施策

11

年 5ヶ年計画 法改正 事業承継関係 中小M&A関係 中小EF

2006 事業承継GL（初版）

2014
「事業承継を中心とする事業
活性化に関する検討会」中間
報告（7月）

中小企業向け事業引継
ぎ検討会（11月）

2015
事業引継ぎGLーM&A
を活用した事業承継の
手続

2016 事業承継GL（第2版）

2017

事業承継5ヶ年計
画

2019 第三者承継支援総合パッケージ

2020 中小企業成長
促進法 中小M&A-GL

2021 経営承継円滑
化法改正

事業承継・引継ぎ支援センタ
ー（4月）

M&A支援機関登録制度
（8月） 
M&A仲介協会

中小M&A推進計
画～2025

2022 事業承継GL（第3版） 中小PMI-GL
中小エクイティ・ファイナ
ンスに係るガバナンス検討
会（11月）

2023 中小M&A-GL第2版 
M&A仲介協会規程

中小エクイティ・ファイナ
ンス活用に向けたガバナン
ス・ガイダンス 



3.1中小企業のエクイティ・ファイナンスとM&Aをめぐる施策

•施策からみえてくる方向性 
•企業を経営者（支配株主）とは別の存在として確立する。 

•過去・現状を適切に把握できるようにする。 

•経営者・支配株主以外の利害関係者の利害を適切に考慮する。 

•専門家（支援機関）が適時に適切な関与を行う、経営者が支援を求める。 

•普段から使う手段ではないが、準備は必要な上に、成長一般につながる
話でもある。 
•エクイティ・ファイナンスやM&Aを考えはじめてからでは遅い、十分ではな
い場合も出てくる。 

•普段からある程度整えておくことが、社長の個人事業ではなく、企業として
継続・持続するために必要
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3.2中小企業のエクイティ・ファイナンスをめぐる施策
•持続的な成長を支えるための仕組み 

•エクイティ・ファイナンスのために提唱されたガバナンスではあるが、平素から使えるもの 

•①は主に属人的ではない企業になる話 

•②は利害関係者の利害の考慮に加えて、特に会計・財務は過去・現状の把握という点でも重要

13中小エクイティ・ファイナンス活用に向けたガバナンス・ガイダンス35頁



3.3中小企業のエクイティ・ファイナンスをめぐる施策 
̶̶会計・財務について

14

中小エクイティ・ファイナンス活用に
向けたガバナンス・ガイダンス52頁



3.3中小企業のエクイティ・ファイナンスをめぐる施策 
̶̶会計・財務について

15

中小エクイティ・ファイナンス活用に
向けたガバナンス・ガイダンス53頁



3.4中小企業のM&Aをめぐる施策

•中小M&Aガイドラインの改訂 
•支援機関のうち、特にM&A専門機関（仲介業者）についての部分がメイン 

•マッチング機能は重要である一方、質の確保や行為規範の確立という課題 

•善管注意義務・忠実義務の明確化とより具体的な行為規範の確立、望まし
い契約内容についての共通理解に向けた取組み 

•仲介業者以外の支援機関（専門家）の関与とも無関係ではない 
•他の専門家が仲介を行う場合 

•さらに、例えば、（広義の）セカンドオピニオンの奨励（中小M&Aガイドラ
イン17頁、35頁参照） 

•複数の支援機関が関わる場合の連携と健全なモニタリング

16



3.4中小企業のM&Aをめぐる施策

17中小M&Aガイドライン30頁



おわりに
•成長志向の政策という方向性 
•議論はあり得るが、当面ひっくり返る要因は見当たらない。 

•「継続」のためにみえる施策でも成長の側面が強調される。 

•中小企業の成長に関する要素には、政策的に後押ししやすい部分とそうではない部分
がある。 

•企業としての形・体制を作り、成長できる基盤を整える部分では専門家が役に立
ちやすい。 
•エクイティ・ファイナンスやM&A 
•非日常な手段であるため、専門家の関与は重要 

•日常にも使える話は多い。 

•経営者からの適度な距離：経営者のオーナーシップと強力なリーダーシップが魅力で
ある一方、経営者個人のものではない存在
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【日本公認会計士協会・経産省中小企業庁共催シンポジウム】

「中小企業から中堅企業へ～成長の手段としての会計・M&A」

磐栄ホールディングス株式会社

代表取締役 村田 裕之

所在地 〒971-8183 福島県いわき市泉町下川字大剣1番97 TEL：0246-96-6311 FAX：0246-96-6316
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◆代表者紹介

１９６０年（昭和３５年）５月１２日生 大阪府吹田市出身

１９８４年（昭和５９年） 慶應義塾大学商学部卒業
大学を卒業後、新卒で生命保険会社に入社、

１９８７年（昭和６２年）３月、同社退社
※公認会計士2次試験の勉強をスタート

１９８８年（昭和６３年）９月、公認会計士 二次試験に合格
※監査法人、会計事務所に勤務

１９９３年（平成５年）７月、磐栄運送の代表取締役副社長
２００２年に代表取締役社長就任

２０１６年（平成２８年）３月、純粋持株会社『磐栄ホールディングス株式会社』
を設立、代表取締役に就任｡

村田 裕之
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グループ事業案内

グループ事業案内

◆社員総数 1,900名

◆事業内容

・一般貨物自動車運送事業（車両総数：1,600台） ・植物工場事業

・倉庫業（総面積：約135,108㎡） ・酒造業

・通関業 ・林業(社有森林面積:1,300ha)

・国際複合一貫輸送業 ・木製品製造業

・産業廃棄物中間処理業 ・薬局事業

・産業廃棄物収集運搬業 ・医療コーディネーター業

・石油製品卸売業 ・茶・茶原料の輸出入業

・石油製品小売業 ・人材派遣業

・太陽光発電事業（設置容量14,521Kw） ・観光遊覧船事業

・風力発電事業 ・プラスチックダンボール加工販売業

・農業 ・クラフトビール醸造販売

※令和5年10月現在
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磐栄ホールディングスM＆Aによる９年の成果

事業会社数
 ２社 ☞ ５６社 【２８倍】

2024年 予測
 ２社 ☞ ６６社 【３３倍】



270 278 
417 

879 

1,342 

1,620 

1,900 

2014 2015 2016 2017 2019 2023 2024

2024年 予測
270台 ☞ 1,900台 【7倍】
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磐栄ホールディングスM＆Aによる９年の成果

物流事業 車両数
 ２７０台 ☞ １，６２０台 【６倍】



210 
400 

500 

1,050 

1,600 

1,900 

2,500 

2014 2015 2016 2017 2019 2023 2024

2024年 予測
210名 ☞ 2,500名 【12倍】
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磐栄ホールディングスM＆Aによる９年の成果

総社員数
 ２１０名 ☞ １，９００名 【９倍】



２０億

１８５億

２２９億

２５０億

２７０億

３５０億

2014 2020 2021 2022 2023 2024

2024年 予測
20億 ☞ 350億 【17.5倍】

6

磐栄ホールディングスM＆Aによる９年の成果

年商 ２０億 ☞ ２７０億 【１３．５倍】
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物流事業紹介
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物流事業紹介 『ＢＨＣグローバル株式会社』

海外発着貨物の集荷及び国際輸送に対する顧客ニーズの拡大を背景として２０２２
年４月_磐栄運送にて海外事業部を設立。グループ内の海外事業に関する人員・ノ
ウハウの集約及び国際複合一貫輸送の提案力向上による更なるサービス向上を目指
して磐栄運送㈱海外事業部を発展的に改編。
令和4年10月に『ＢＨＣグローバル株式会社』を設立。
中国現地法人、海外代理店（世界38拠点）、ＢＨＣグループ会社（全国56社）の

海外代理店ネットワーク（中国・台湾・東南アジア・アメリカ３８拠点）及びグ
ループ内の通関業者である有限会社三光商会、磐栄運送株式会社を始めとする日本
国内グループ企業の各機能を組み合わせ、海外から日本国内荷主までの一貫輸送
サービスの提供を行なっている。
グループ唯一の国際物流（ NVOCC=非船舶運航業者）企業としてグループ内外シナジー
効果を活用して更なる物流網の拡大を進めている。
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●、Goldhofer社（ドイツ）製の自走式多軸台車という車両を導入しており、現在、北海道
エリアで風力発電のブレード(風車の羽)輸送を行っております 。

物流事業紹介 磐栄運送_重量機工部



環境保全への取組み
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環境保全への取組み
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約1,300ha(東京ドーム約280個分)
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●トヨタ・いすゞ、水素技術実装「福島モデル」構築 ＦＣトラックへ参入
参画パートナー : 磐栄運送株式会社

環境保全への取組み



生産への取組み
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生産への取組み
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オリーブ農園

ブルーベリーファーム



生産への取組み
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酒造(御湖鶴)
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◎ ❝酪農飼料、生乳輸送をメインとして❞ 2018年3月から北海道での運送業務を開始
※雪印種苗『ロイヤルファーム』の一部株式を取得し、酪農事業へ参入

◎ ❝大麦栽培を計画中❞ 2023年5月から『ホップジャパン』とのアライアンス開始

地産地消・地域活性化雇用創造プロジェクト

生産への取組み



地域社会への貢献
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地域社会への貢献
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● キッチンカーを導入 移動販売開始

地域社会への貢献



地域社会への貢献
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グループ事業案内
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グループ事業案内
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グループ事業案内 イワキモッコウ
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●プラダンのヤマコー YAMAKOH

グループ事業案内
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グループ事業案内



企業理念
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御紹介（１）

NewsPicks Studios
『シン・事業承継～繋ぐ者
たちの未来～』(第3回)

＜番組ＭＣ＞
加藤浩次様
＜有識者ゲスト＞
星野佳路様
（星野リゾート代表取締役社長）
＜ゲスト＞
磐栄ホールディングス株式会社
代表取締役 村田裕之

長岡工業株式会社
代表取締役 長岡伸剛

配信開始：2024年1月21日(日) NewsPicks https://newspicks.com/movie-series/138/
  2024年1月22日(月) 以降YouTube NewsPicks公式チャンネルで公開予定

https://newspicks.com/movie-series/138/
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御紹介（２）

ＢＳフジ
『社長・城島茂と学ぶ事業
承継～その企業の熱意と決
意～』(第11回)
＜番組ナビゲーター＞
城島茂様（株式会社 TOKIO 社長）
生野陽子様（フジテレビアナウン
サー）
＜ゲスト＞
磐栄ホールディングス株式会社
代表取締役 村田裕之

長岡工業株式会社
代表取締役 長岡伸剛

TVerにて無料見逃し配信いたします。
TVer https://tver.jp/series/srcwko17gh
FOD https://fod.fujitv.co.jp/title/311o/
※無料見逃し配信は、2024年1月21日17時55分～2月21日17時54分まで

https://tver.jp/series/srcwko17gh
https://fod.fujitv.co.jp/title/311o/
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